
2023.09.01
第１号様式の1

物品購入(修繕)競争入札参加資格審査申請書 定例 随時

　   　年 月 日

福島県知事

*住所コードを記入

*「丁目」、「番地」等は「－（ﾊｲﾌﾝ）」により置き換えること　（例）1丁目1番地→1-1

*（株）等の略号はﾌﾘｶﾞﾅ不要

*株式会社、有限会社等は（株）（有）等と入力すること

氏 名

*住所コードを記入

*「丁目」、「番地」等は「－（ﾊｲﾌﾝ）」により置き換えること　（例）1丁目1番地→1-1

氏 名

福島県が行う物品の買入れ及び修繕に係る競争入札の参加資格を取得したいので、関係書類を添えて申請します。

なお、次の各要件のいずれにも該当していないことを誓約します。

　１　当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

　２　法令の規定により営業に関し許可、認可、登録等を受けていることを必要とされている場合において、これを受けていない者

　３　県税、消費税及び地方消費税を滞納している者

　４　申請日の属する営業年度の前営業年度において、業としての物品の販売又は修繕の実績がない者

　５　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第３２条第１項各号のいずれかに該当する者

申請（作成）担当者 所属 職・氏名

電話番号

※連絡がとりやすいよう、携帯電話以外の電話番号、メールアドレスを記載してください。

業種 （１：製造業　２：販売業　３：修繕業）

競争入札参加を希望する地域 （希望する地域に「レ」を記入してください。）

チェック欄　（※書類不備により、返却を要する場合に県の審査担当者が記入する。）

押印もれ 不足書類 ○履歴事項全部証明書又は身分証明書 ○財務諸表又は青色申告決算書

要内容確認 ○納税証明書　【消費税及び地方消費税】 □納税証明書　【県税の未納がないことの証明】

□委任状（第2号様式） □許可証等（写）

○誓約書（第7号様式）　○役員に関する調書（第8号様式）

(返却日　  　  )

□法人番号指定通知書の写し又は国税庁法人番号公表サイトで自社を検索、表
示した画面のコピー

審査担当者

Ｆ Ａ Ｘ 番 号

代 理 人 氏 名

県 南 会 津県 中 相 双南 会 津

県内全域

登 録 番 号
（ 新 規 申 請 以 外 ）

審 査
担 当 印

代 表 者 氏 名

*申請日現在登録の登録
番号を記入

商 号 又 は 名 称

代 表 者 役 職 名

住所又は所在地2

法 人 番 号

フ リ ガ ナ

メールアドレス

電 話 番 号

い わ き

申 請 者 住所又は所在地１

代 理 人

代 理 人 役 職 名

住所又は所在地2

県 北

Ｆ Ａ Ｘ 番 号

電 話 番 号

営 業 所 等 名 称

住所又は所在地１



2023.09.01
第１号様式の２

営業種目 (主な取扱品目を記入し、品目番号の末尾が９の場合は、各下段に具体的品名を２つまで記入してください。

 左詰めで記入してください。）

・

・

・

・

・

末尾9の品名

第３位

末尾9の品名

品目番号

主な取扱品目のメーカー
(上記営業種目で「3」、「6」、「7」、「9」、「10」、｢15｣、「24」、「26」を選択した場合にのみ5つまで記入してくださ
い。その際、株式会社、（株）等法人の種類を表す文字、略号は記入不要です。)

末尾9の品名

第２位
品目番号

品目番号
第１位



2023.09.01
第１号様式の３

（右詰めで記入してください。なお、財務諸表等添付資料の会計処理に合わせて、税抜又は税込で記載してください。）

単位千円（千円未満切捨）

年
月

から
年

月

まで

県内本社・営業所等　（県内に本社・営業所等がある場合該当する地域に「レ」を記入してください。）

※本社が県外事業者、代理人も県外の支店・営業所等に指定している場合で、県内に営業所等がある場合、営業所

等の所在地を記載してください。

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者役職名　　　　　　　　　　　　　　　　　　 代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

次の質問にお答えください。（該当する方に「レ」を記入してください。） 【対象期間：申請日より過去３年間】

○ 過去に、独占禁止法に違反し、排除措置命令（又は勧告）を受けたことがありますか。

○ 贈賄、競売入札妨害又は談合のいずれかの容疑により、申請者本人、法人の役員又はその使用人が

逮捕され、又は逮捕を経ないで公訴を提起されたことがありますか。

○ 代表役員等が禁錮以上の刑にあたる犯罪の容疑により公訴を提起され、又は

禁錮以上の刑若しくは刑法の規定による罰金刑を宣告されたことがありますか。

次の質問にお答えください。

※第１号様式の１で選択した業種についてのみ記入してください。

※第１号様式の１で「２：販売業」を選択した場合は、「②卸売業」・「③小売業」のいずれかを選択のうえ、

　選択した業種についてのみ記入してください。

５人以下

６人以上１００人以下

２０人以下

２１人以上３００人以下

６人以上１００人以下

５人以下

６人以上５０人以下

５人以下

④サービス業
（修繕業）

５，000万円以下

資本金の額又は出資の総額

３億円以下

１億円以下

５，000万円以下
③小売業

②卸売業

業種

①製造業

南 会 津 相 双 い わ き

な い

あ る な い

な いあ る

あ る

確認事項

その他の取扱高

県 北 県 中 県 南 会 津

合計

営業種目第１位

営業種目第２位

営業種目第３位

決算期別

製造・販売（修繕）の営業種目別年間取扱高　

直前１年度分決算

常時使用する従業員の数

（「資本金の額又は出資の総額」又は「常時使用する従業員の数」のいずれかに該当する場合には、□に
「レ」を記入してください。）【対象期間：申請日現在】
※いずれにも該当しない場合はチェック不要です

企業規模


